
事業計画及び
成長可能性に関する事項

株式会社アールプランナー

2026年4月30日

証券コード： 2983 東京証券取引所グロース市場
名古屋証券取引所メイン市場
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2.

3. 成長戦略

業績実績・計画

1. 会社概要・事業内容



本社

461名（ 連結） ※2026年4月末現在

398, 295千円   ※2026年4月末現在

注文住宅事業、分譲住宅事業、その他 不動産事業

株式会社アールプランナー        英訳名： Ａｒｒ  Ｐｌａｎｎｅｒ  Ｃｏ .,Ｌｔｄ .

2003年10月

代表取締役社長 梢 政樹

株式会社アールプランナー不動産

1月

従業員数

資本金  

所在地

事業内容

社名

設立

代表者  

子会社

決算期

東京本社

愛知県名古屋市東区東桜一丁目13番3号  NHK名古屋放送センタービル 10階

東京都新宿区西新宿二丁目4番1号  新宿NSビル 7階
/

/

/

/

/

/

/

/

/
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会社概要

● 1. 会社概要・事業内容
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デザイン × テクノロジー で人々の住生活を豊かにするM I S S I O N

日本一顧客満足度の高い住宅プラットフォーム企業になる

こだわりのある良質な住まいをよりリーズナブルに

V I S I O N

VA L U E

PURPOSE

企業理念

「住。 」を通じてすべての人に満足を提供する

All Satisfaction

● 1. 会社概要・事業内容



代表取締役社長 梢 政樹

略歴

1998 年 中部積和不動産 (株)入社 （現 積水ハウス不動産㈱）

2007 年 (株)アールプランナー・ソリューションズ

 (現 (株)アールプランナー不動産 ) 入社 取締役 就任

2009 年 当社 取締役 就任

2010 年 (株)アールプランナー・ソリューションズ

(現 (株)アールプランナー不動産 ) 代表取締役社長就任(現任)

2013 年  当社 代表取締役社長 就任(現任)

代表取締役会長 古賀 祐介

1997 年 積水ハウス (株)入社

2001 年 愛知ダイワ (株)入社

2003 年 当社設立 代表取締役社長 就任

2007 年 (株)アールプランナー・ソリューションズ

(現 (株)アールプランナー不動産 ) 設立 代表取締役就任

2010 年 (株)アールプランナー・ソリューションズ

(現 (株)アールプランナー不動産 ) 取締役 就任

2013 年 当社 代表取締役会長 就任(現任)

略歴

取締役 CFO  常務執行役員
管理本部長 舟橋 和

2008 年 新日本有限責任監査法人 (現 EY新日本有限責任監査法人) 入所

2013 年 公認会計士登録

2017 年 当社 入社 管理部長就任

2019 年 当社 取締役 管理本部長 就任

2022 年  当社 取締役 CFO 常務執行役員 管理本部長 就任(現任)

略歴

社外役員

執行役員
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※ 提出日現在

常勤監査役

古田 博

監査役

松井 知行

監査役

澤井 重德

取締役

安藤 弘志

常務執行役員
東京不動産営業本部 本部長

山崎 寛征

執行役員
名古屋不動産営業本部 本部長

伊藤 元康

執行役員
名古屋注文営業本部 本部長

富永 潤一朗

執行役員
東京注文営業本部 本部長

水野 貴之

執行役員CDO
注文デザイン設計部 部長

桒原 辰哉

執行役員
営業推進・技術本部 本部長

安藤 彰敏

執行役員
名古屋不動産営業本部 副本部長

元川 一樹

執行役員
名古屋注文営業本部 副本部長

竹内 淳二

執行役員
東京注文営業本部 副本部長

鬼澤 将

経営陣の紹介

執行役員
経営戦略本部 本部長

森川 祐次

● 1. 会社概要・事業内容

執行役員
管理本部 副本部長

栗本 正貴



不動産仲介事業
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Synergy
&

Innovation

注文住宅

注文住宅  

リノベーション  
リフォーム  

エクステリア  

中古住宅流通  

不動産仲介  

分譲住宅  

注文住宅事業 分譲住宅事業

中古再生・収益不動産 事業
リフォーム
エクステリア事業

・独自のデジタルマーケティングを活用し、注文住宅 ×分譲住宅×不動産仲介のビジネス展開で 「住。」に関する課題を
ワンストップで解決

事業内容

● 1. 会社概要・事業内容
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25.1%

61.6%

9.5%

1.9% 1.9%

戸建住宅事業
セグメント別割合

（ 2026年1月期）

事業別売上高構成比

● 1. 会社概要・事業内容

注文住宅

分譲住宅

土地のみ

不動産仲介 リフォーム・エクステリア

71.9%

28.1%

99.4%

0.5% 0.1%

東海エリア

戸建住宅事業

首都圏エリア

売上高構成比
（ 2026年1月期）

48,623百万円 

中古再生・収益不動産事業 その他



東海エリア営業拠点
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・ 2026年10月に東海エリア 26拠点目（注文住宅部門 18拠点目）となる「アールギャラリー一宮展示場（仮称）」を
愛知県一宮市内に出店予定

● 1. 会社概要・事業内容

5 日進梅森展示場

稲沢

小牧
春日井

尾張旭

日進

東海

岡崎

豊川

豊橋

豊田

14

12
11

10
16

13

6

2 17
1

3
15

9
8

7 6

3
1

24

5 7

8

注文住宅部門
東海エリア 拠点252026年4月現在

拠点17
合計

不動産部門

拠点8合計

1 緑 滝ノ水展示場 2 中川展示場 3 守山尾張旭展示場

15 DESIGN GALLERY 栄

1 栄営業所 2 天白営業所

名古屋西営業所4

5 名古屋南営業所

7 豊田営業所10 とよた平屋展示場

16 DESIGN GALLERY 豊田

住宅展示場・ショールーム等

不動産店舗

4 大府展示場

7 春日井展示場 8 小牧展示場 9 稲沢展示場

11 豊田展示場 12 岡崎北展示場 13 岡崎西展示場

14 豊橋展示場 17 天白ショールーム

6 東海展示場

大府

8 岡崎営業所

3 名古屋東営業所

6 春日井営業所

18

アールギャラリー  
一宮展示場（仮称）

（ 2026年10月OPEN 予定）

5

4



拠点3合計

1 三鷹営業所

2 立川営業所

3 新宿オフィス

首都圏エリア営業拠点

立川

武蔵野

新宿区

三鷹
小金井

7
6 2

3

1
4 3

2
81

不動産部門注文住宅部門

住宅展示場・ショールーム等

不動産店舗

首都圏エリア 拠点11

9

4 小金井・府中展示場

1 立川展示場 2 武蔵野展示場

7 三鷹ショールーム

3 三鷹展示場

5 新所沢展示場 6 DESIGN GALLERY 立川

8 新宿ショールーム

拠点8合計

2025年4月

OPEN

2026年4月末現在

アールギャラリー
新所沢展示場

2025年4月

埼玉県内
初拠点 出店

・首都圏エリア 11番目の拠点として、 2025年4月に埼玉県内初の拠点となる「アールギャラリー新所沢展示場」
（埼玉県所沢市）をオープン

所沢

● 1. 会社概要・事業内容

5

アールギャラリー  
新所沢展示場

（ 2025年4月OPEN）
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1. 「デザイン」「性能」「価格」の 3つの強みを重ね合わせたコストパフォーマンスの高い 住宅の商品力

2. デジタルマーケティングを積極的に活用した集客力

3. 「注文住宅」 ×「分譲住宅」 ×「土地」のワンストップ・プラットフォームから生まれる営業力

事業の特長

● 1. 会社概要・事業内容



敷地のポテンシャルを最大限に発揮した構成と普遍的な輝きを
放つデザイン

機能性・快適性を重視し施主の要望とマッチングした設計

デザイン性が高く使い勝手の良い住宅

デザイン 力・設計自由度

注文住宅の特徴

設計士＝デザイナーという位置付けで、一邸一邸を自社の
デザイナーがプランニングし、こだわりの住まいを生み出
します

分譲住宅の特徴

分譲住宅にこれまで無かった 「 注文住宅のクオリティ 」
を実現し 、 デザイン ・ 性能に合わせて高い付加価値を適
正価格で提供します

適正な価格で提供

適正価格

20代～40代の顧客が手を出しやすい価格帯

デザイン性・性能に合った適正な価格

1.「デザイン」 「性能」 「価格」の 3つの強みを重ね合わせたコストパフォーマンスの高い 住宅の商品力

● 1. 会社概要・事業内容

高断熱、制振性と

テクノロジーを装備

高性能・高 機能

吹付断熱による高気密高断熱住宅を実現、
高い耐震性能に加え制振ダンパーも標準搭載

IoT（スマートホーム）仕様で、テクノロジーを
活用して機能性を高めた住宅を販売



当社の建築 実例

● 1. 会社概要・事業内容
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Web 反響率

当社グループへの問い合わせ
件数の内、 Web 経由の比率

80.3%
Web 反響率は引き続き高水準を維持

2026.1
Web 反響率

Web 反響率デジタルマーケティング・ブランディング

・ SNS やWeb サイト 、 TVCM の活用で関心の高い顧客層へ確実にコンテンツを届ける。集客の約 8割がWeb 経由
・動画マーケティングを活用して「憧れの暮らし」を想起させることで顧客をファン化

2 . デジタルマーケティングを積極的に活用した集客力

SNS

Web サイト

分譲住宅・土地

https://www.arrgallery.jp/ https://www.arrplanner-fudosan.co.jp/

注文住宅

2024年3月より 、 当社アンバサダーの山崎育三郎さん出演

CM 第2弾の放映を開始 。 新CM の放映により認知拡大と

ブランディング強化

TVCM

● 1. 会社概要・事業内容



デザイン・設計力

最適立地の確保

3.「注文住宅」 ×「分譲住宅」 ×「土地」のワンストップ・プラットフォームから生まれる営業力

こだわりの設計士によるデザイン・設計力
（時代に合わせたデザイン・設計・仕様等のノウハウ、自由度の高さ）

「物件情報の網羅」「顧客の反響の把握」で顧客ニーズを捉えた仕入れ
・大手不動産会社ルートと多店舗展開による豊富な土地情報と仕入れ力
・

14

注文住宅の強み

分譲住宅の強み

・土地に合わせた住宅を建てる土地活用力
・注文住宅で培った顧客ニーズを反映させた「商品力」
・購入や入居の手間、コスト、時間の削減

2

土地情報力の強み3

1

土地活用力・商品力・コストパフォーマンス

土地

● 1. 会社概要・事業内容
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価格

※本図は本資料作成時における当社見解に基づくイメージ図です。
横軸は柔軟性、自由度の表現としています

ローコストビルダー

デ
ザ

イ
ン

性
能

住宅業界における当社独自のポジショニング

・「 デザイン 」「性能 」「価格 」の3つの強みからなる当社の優れた商品力と当社のブランドイメージ向上により、アフォーダブル・
ラグジュアリー（手の届く贅沢）のポジショニングで、従来は大手ハウスメーカーで検討していた高価格帯の顧客の引き合いも増加

・大手ハウスメーカーの価格高騰が進む中で、給与所得・金融所得増加で購買力が向上した高所得者層の実需を取り込んでおり、
今後もさらなる成長余地あり

高価格帯の引き合いが増加傾向

Point1 自由度の高いデザイン性・機能性

Point2 適正価格で提供

大手ハウスメーカー

● 1. 会社概要・事業内容
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4. A p p e n d i x

2.

3. 成長戦略

業績実績・計画

1. 会社概要・事業内容
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(百万円) (棟)総販売棟数売上高・営業利益
営業利益

売上高

注文住宅販売棟数

分譲住宅販売棟数

土地販売棟数

中古不動産販売棟数

業績実績推移及び計画（売上高・営業利益・総販売棟数）

・売上高、営業利益及び総販売棟数いずれも過去最高を更新の見込み
・ 上場申請期（ 2021年1月期）以来、売上高・総販売棟数とも年平均成長率 2ケタで推移

● 2. 業績実績・計画

22,012 

28,057
31,244 32,070

40,185

48,623
54,500

625 

1,519

692 532

2,163

3,747
4,050

26年1月期-27年1月期

売上高

+12.1%

26年1月期-27年1月期

営業利益

+8.1%

2025.12024.1 2026.1 2027.1（計画）2023.12022.12021.1

売上高 CAGR +17.2%
(2021年1月期―2026年1月期)

過去最高

過去最高

2021年2月
東証マザーズ (現グロース )市場上場

255 329 338 283 325 416 460 

219 

423 444 
438 

594 
637 

720 

109 

38 69 136 

127
108 

118 

7 

6 3 5 

7 
2 

2 

590 

796 
854 862 

1,053 
1,163 

1,300 
前年同期比

総販売棟数

過去最高

+11.8%

2025年4月 開示時点計画

売上高 ： 44,500百万円
営業利益：   2,400百万円

分譲住宅の販売が
好調に進んだことにより

当初計画比増

前年同期比

+13.0%

前年同期比

+10.6%

過去最高

2025.12024.1 2026.1 2027.1（計画）2023.12022.12021.1

総販売棟数 CAGR +14.5%
(2021年1月期―2026年1月期)



261 3,079 4,969 6,508
9,130

13,649
21,750 25,561 26,275 25,561

31,055 34,974

7
44 62 58 74 92

1
24

43 51
85

109

1 5
3 16

8

11

0

0

0
0

0

0

9

73
108 125

167
212
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首都圏エリア 売上高・ 総 販売棟数

・ 首都圏エリアは 2019年10月の進出以来高成長で推移、今後も高い成長により当社業績をけん引すべく積極投資
・東海エリアは 当社の地盤エリアとして住宅市場が低迷する中でも着実に成長、知名度を活かして安定的な収益を確保

しつつさらなるシェアアップを目指す

エリア別売上高及び総販売棟数推移

売上高 (百万円)

(棟)総販売棟数

注文住宅販売棟数

分譲住宅販売棟数

土地販売棟数

中古不動産販売棟数

2022.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.12021.1

267 225 276 225 251 324

324 387 401 387
509

52878 120 66 120
119 97

3 5 3 5
7

2

672 737 746 737
886 951

(棟)総販売棟数

注文住宅販売棟数

分譲住宅販売棟数

土地販売棟数

中古不動産販売棟数

売上高 (百万円)

東海エリア 売上高・総販売棟数

前年同期比

売上高

過去最高

+49.5%
前年同期比

売上高

過去最高

+12.6%

+26.9%
前年同期比

総販売棟数

過去最高

+7.3%
前年同期比

総販売棟数

過去最高

2022.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.12021.1

2022.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.12021.1 2022.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.12021.1

売上高CAGR +120.6%
(2021年1月期―2026年1月期)

売上高CAGR +10.0%
(2021年1月期―2026年1月期)

総販売棟数CAGR +88.1%
(2021年1月期―2026年1月期)

総販売棟数CAGR +7.2%
(2021年1月期―2026年1月期)

● 2. 業績実績・計画



312 341 280
408 421 464

323
431 427

459
598

662

82
37 77

139

120

116

3
6 3

6

7
1

720
815 787

1,012

1,146
1,243

受注高・総受注棟数推移

19

23,107

28,940 29,930

36,169

43,890

52,259

前年同期比

受注高

過去最高

+19.1%
前年同期比

総受注棟数

過去最高

+8.5%

2023.12022.1 2024.12021.1 2026.12025.1

・受注高及び総受注棟数いずれも過去最高を更新
・受注高の伸び率が総受注棟数の伸び率を大きく上回っており、 1棟あたりの 受注単価が上昇

2023.12022.1 2024.12021.1 2026.12025.1

過去最高
過去最高受注高CAGR +17.7%

(2021年1月期―2026年1月期)

総受注棟数CAGR +11.5%
(2021年1月期―2026年1月期)

(棟)(百万円) 総受注棟数受注高 注文住宅受注棟数

分譲住宅受注棟数

土地受注棟数

中古不動産受注棟数

● 2. 業績実績・計画



・首都圏エリアは引続き受注高・総受注棟数ともに大きく成長しており、受注高は初めて 150億円を突破
・東海エリアも順調に成長しており、総受注棟数は初めて 1,000棟を超え、受注高 ともに過去最高を更新

エリア別受注高及び総受注棟数推移

20

271 276 230 322 327 347

318 406 382
409 506 54879 33 75
123

112 105
3

6 3
6

7 1

671 721 690
860 952 1,001 

21,662 25,275 24,913 29,076 33,155 37,226

1,444 3,664 5,017 7,093
10,734

15,032

(百万円)

(棟)総受注棟数

受注高

総受注棟数

受注高 (百万円)

(棟)

注文住宅受注棟数

分譲住宅受注棟数

土地受注棟数

中古不動産受注棟数

東海エリア 受注高・ 総受注 棟数首都圏エリア 受注高・ 総 受注棟数

+24.7%
前年同期比

総受注棟数

過去最高

+5.1%
前年同期比

総受注棟数

過去最高

41
65 50

86 94 117
5

25
45

50
92

114

3

4
2

16
8

11

0

0
0

0

0

0

49
94 97

152
194

242

注文住宅受注棟数

分譲住宅受注棟数

土地受注棟数

中古不動産受注棟数

前年同期比

受注高

過去最高

+40.0%
前年同期比

受注高

過去最高

+12.3%

2023.12022.1 2024.12021.1 2026.12025.1 2023.12022.1 2024.12021.1 2026.12025.1

2023.12022.1 2024.12021.1 2026.12025.1 2023.12022.1 2024.12021.1 2026.12025.1

受注高CAGR +59.8%
(2021年1月期―2026年1月期)

総受注棟数CAGR +37.6%
(2021年1月期―2026年1月期)

受注高CAGR +11.4%
(2021年1月期―2026年1月期)

総受注棟数CAGR +8.3%
(2021年1月期―2026年1月期)

● 2. 業績実績・計画



・期末時点での注文住宅の受注残高と分譲住宅の棚卸資産も順調に増加しており、 来期業績への貢献を見込む

注文住宅の受注残高及び分譲住宅の棚卸資産推移

21

● 2. 業績実績・計画

6,811
7,485

6,452

9,752

12,474

14,584

9,536

14,469

17,112
18,416 19,387

24,306受注残高CAGR +16.4%
(2021年1月期―2026年1月期)

棚卸資産CAGR +20.6%
(2021年1月期―2026年1月期)過去最高

過去最高分譲住宅の

(百万円) (百万円)分譲住宅の棚卸資産注文住宅の受注残高

2023.12022.1 2024.12021.1 2026.12025.1 2023.12022.1 2024.12021.1 2026.12025.1

前年同期比

受注 残高

過去最高

+16.9%
前年同期比

棚卸資産

過去最高

+25.4%



連結貸借対照表サマリー（ B/S ）

22

・事業規模拡大に伴う仕入増により棚卸資産の金額は増加しているものの、総資産に占める比率は前年同水準であり、
今後も事業規模拡大に見合った仕入を進めていく方針

・好調な業績の結果、 ROEは前年同期比＋7.8ポイントの 36.5% 、自己資本比率は同＋ 2.7ポイントの 22.3% 、ネット D/Eレシオ
も 1.7倍と改善進む

単位：百万円※勘定科目は連結貸借対照表より抜粋

流動資産

現金及び預金

棚卸資産

固定資産

資産合計 28,856

26,829

5,357

20,658

2,027

35,103

33,239

6,289

25,813

1,864

＋6,247

＋6,409

＋931

＋5,154

△ 162

流動負債

長期借入金

負債合計 23,191

18,847

12,479

4,048

27,287

22,610

14,910

4,410

純資産合計

負債・純資産合計

5,664

28,856

7,816

35,103

財務指標 自己資本比率

ネット D/Eレシオ

2025年 1月期末(①)

2025年 1月期末(①)

2026年1月期末 (② )

2026年1月期末 (② )

増減 (②−①)

増減 (②−①)

19.6% 22.3% ＋2.7pt

2.0倍 1.7倍 △0.3倍

※ネット D/Eレシオ ：（有利子負債－現金及び預金 ）/ 自己資本

その他流動資産 813 1,137 ＋323

その他固定負債 295 267

その他流動負債 6,368 7,700

固定負債 4,343 4,677

＋4,095

＋3,762

＋2,430

＋ 361

＋2,151

＋6,247

△ 28

＋1,331

＋ 333

短期借入金・ １年内
返済予定の長期借入金

2026年1月期末(②)
増減額

(② ― ①)
2026年1月期末(②)項 目 2025年1月期末(①) 項 目 2025年1月期末(①)

増減額
(② ― ①)

ROE
2025年 1月期末(①) 2026年1月期末 (② ) 増減 (②−①)

28.7% 36.5% ＋7.8pt

● 2. 業績実績・計画



・首都圏エリアでの急成長と東海エリアでの堅調な業績から、売上高の平均成長率（ CAGR）は 17.2％と高い水準で推移
・ 25年1月期以降は利益率も回復傾向にあり、今後は売上高の成長性に加えて利益率も改善していく

財務方針①（成長性）

22,012 

28,057
31,244 32,070

40,185

48,623
54,500

625 

1,519

692 532

2,163

3,747
4,050

26年1月期-27年1月期

売上高

+12.1%

26年1月期-27年1月期

営業利益

+8.1%

2025.12024.1 2026.1 2027.1（計画）2023.12022.12021.1

売上高 CAGR +17.2%
(2021年1月期―2026年1月期)

過去最高

過去最高

営業利益

売上高

(百万円)

625

1,519 

692 532 

2,163 

3,747 
4,050 

349
960 

327 221 

1,436 

2,457 2,650 

2.8%

5.4%

2.2%

1.7%

5.4%

7.7% 7.4%

1.6%

3.4%

1.0% 0.7%

3.6%

5.1% 4.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

2025.12024.1 2026.1 2027.1（計画）2023.12022.12021.1

23

売上高当期純利益率（％）

売上高営業利益率（％）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）

営業利益（百万円）

営業利益率・当期純利益率の推移売上高・営業利益の推移

2021年2月
東証マザーズ (現グロース )市場上場

2021年2月
東証マザーズ (現グロース )市場上場

● 2. 業績実績・計画



・株価は 2年間（ 24年1月末から 26年1月末まで ）で約 4.9倍と 上昇傾向にあるが、 EPSは約11.1倍となっており増加ペースと乖離
・ PER は5.90倍（ 2026/4/28時点）と 東証グロース市場の不動産業 (※) の2026年3月の加重平均値である 14.4倍と比較して低位に

とどまっており、成長性への理解と株主還元の強化により PERを上げていく

財務方針②（株価指標）

24

※日本取引所グループ「規模別・業種別 PER・ PBR（連結・単体）
一覧」 2026年3月データより、東証グロース市場・不動産業の

 「加重 _PER （倍）」集計値との比較

43.69

91.02

30.53
20.69

135.07

230.66
248.30

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

株価と EPS の推移

2021.1 2022.1 2023.1 2025.1 2026.1 2027.12024.1

当社調整後終値
(株式分割反映後) EPS( 円)TOPIX 業種別

株価指数(不動産業)

※21/2/10 を100 として算出 ※21/2/10 を100 として算出

21/2/10マザーズ上場
終値567円

26/4/28終値
1,465円

25/1/31終値
691円

24/1/31終値
338円

23/1/31終値
386円

22/1/31終値
838円

※2022 年2月1日付及び
2026 年2月1日付株式分割
を反映した株価

（計画）

(予想)

EPS の伸びと
株価に乖離

25年1月末からの 1年間で
株価は約2.4倍

24年1月末からの 2年間で
株価は約4.9倍

終値

2026年4月28日株価

1,465円

過去最高
5.90倍PER

( 2 7 年 1 月期通期 予想業績 ベース )

26/1/30終値
1,647円

24年1月末からの 2年間で
EPSは約11.1倍

● 2. 業績実績・計画



・ 26年1月期の当社ROEは、東証上場の不動産業の平均である 9.9% を大きく上回る、 36.5% を達成
・ 事業規模の拡大に伴い有利子負債残高は増加しているものの、自己資本比率及びネット D/Eレシオも年々改善傾向
・利益率向上と自己資本の充実により、効率性・健全性の向上に取り組む

財務方針③（資本効率性・財務健全性）

16.5

30.9

8.0
5.2

28.7

36.5

6.7
8.6

9.3 9.6 9.9

1.6 
3.4 

1.0 0.7 
3.6 5.1 

ROE 当社 ROE 不動産業平均（東証上場）

出所：日本取引所グループ「 決算短信集計結果」不動産業のデータもとに当社にて作成。 3月末時点の、

年度内に終了した決算が変則決算である会社及び年度中の新規上場会社等を除く対象会社の集計

上場後の ROE ・当期純利益率推移

2021年2月
東証マザーズ (現グロース )市場上場

25

市場平均を大きく
上回っている

2021.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.12022.1

当社当期純利益率

財政状態の推移

ネット D/Eレシオ(倍) 有利子負債残高(百万円) 自己資本(百万円)自己資本比率(%)

9,944 

12,916 

16,037 16,199 16,642 

19,394 

2,295 
3,926 4,254 4,355 

5,664 

7,816 

3.2
2.4 3.1 2.9 2.0 1.7

14.3

17.4 17.6 17.1
19.6

22.3
過去最高

過去最高

2021.1 2022.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.1 

2021年2月
東証マザーズ (現グロース )市場上場

● 2. 業績実績・計画



2.5 2.5
7.5

15
20

5 5

15

25
25

7.5 7.5

22.5

40
45

26

株主還元について

・ 1株当たりの年間配当金額は前期比 ＋5円の45円に増配予定
・中長期にわたる企業価値向上の実現を最優先課題とし、株主還元については、安定的な配当実施を基本に成長投資との

バランスを重視することを基本方針

24.6 
36.3 

16.7 17.4 18.1 

2024.12023.1 2025.1 2027.12026.1

期末配当 中間配当 配当性向

(％)(円)

40

30

20

10

0

50

40

30

20

10

0

50

前期比

5＋ 円

※2026年2月1日付で1株につき 2株の株式分割を行っております。 1株当たり当期純利益及び配当金は 2025年1月期の期首に当該株式分割が
行われたと仮定して記載しております。

（ ※1株当たり年間配当金は 2026年2月1日付株式分割（ 2分割）を反映後の数値）

※ 2022年2月1日付で1株につき 4株、 2026年2月1日付で1株につき 2株の株式分
割を行っております。 2023年1月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し
て、当該株式分割後の配当金の額を記載しております。

1 株当たり当期純利益

1 株当たり年間配当金

（うち中間配当金）

配当性向

248.30円

45.00円

（ 20.00円）

18.1％

135.07円

22.50円

（ 7.50円）

16.7％

2025年1月期実績

230.66円

40.00円

（ 15.00円）

17.4％

2026年1月期実績 2027年1月期予想

＋5円 増配＋17.5円 増配

前期比

17.5＋ 円

● 2. 業績実績・計画
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4. A p p e n d i x

2.

3. 成長戦略

業績実績・計画

1. 会社概要・事業内容
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出所：国土交通省『建築着工統計調査報告 （令和 7年計） 』
令和7年1月～12月分 着工新設住宅戸数：利用関係別・都道府県別表

※上記『建築着工統計調査報告』 の各都道府県の持家新設戸数と分譲（うち一戸建）
新設戸数を基に、一戸当たりの単価を持家は 3,500万円、分譲（うち一戸建）は東海エリア 4,000 万円、
首都圏エリア 7,000 万円と仮定し、各都道府県毎に戸数と単価を積算し、合計したものを市場規模

として算出
※東海エリア : 愛知、岐阜、静岡、三重、首都圏エリア : 東京、埼玉、千葉、神奈川

首都圏エリアの
戸建住宅市場規模

兆円※5.0 94,100約 棟

42,900約 棟

●注文住宅

51,200約 棟

●分譲住宅

東海エリア +首都圏エリア

兆円※6.7 140,300約 棟

74,200約 棟

●注文住宅

66,100約 棟

●分譲住宅

46,200約 棟

東海エリアの
戸建住宅市場規模 

兆円※1.7
31,300約 棟

●注文住宅

14,900約 棟

●分譲住宅

・当社の地盤である東海エリアと人口流入が続き市場規模も
大きな首都圏エリアを戦略地域と定め経営資源を集中

戦略地域への経営資源の集中①

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0

50

100

150

200

250

300

350

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

東海 分譲（左軸）

東海 注文（左軸）

首都圏 分譲（左軸）

首都圏 注文（左軸）

建設投資（住宅）（右軸）

戸建新設着工戸数の推移

（千億円）
（千戸）

出所： ①国土交通省『建築着工統計調査報告 (令和7年度分)』 着工新設住宅戸数：利用関係別・都道府県別表    
②国土交通省『 令和7年度（ 2025年度）建設投資見通し 』

注： 新設住宅着工戸数及び（内訳）戸建は出所①より、建築投資（住宅）は出所②より作成

● 3. 成長戦略



100.0 101.3 100.2 103.6
110.3

118.4
126.2

132.2
136.4

141.6
147.2

159.1

176.0
185.5

197.8

214.5

100.0 99.3 96.7 97.3 97.0 98.1 100.1 101.6 103.1 102.1 100.0
107.0

118.0 121.9
123.0 125.6

90.0

110.0

130.0

150.0

170.0

190.0

210.0

230.0

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
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・当社の地盤である東海エリアと人口流入が続き市場規模も大きな首都圏エリアを戦略地域と定め経営資源を集中
・首都圏では、分譲マンションの価格高騰により戸建住宅のニーズが高まっている

戸建価格の推移は堅調志向（首都圏）首都圏の転入者数

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県

86,575

38,374
10,815

38,023

68,285

出所： 『 不動産価格指数（住宅） 』 （国土交通省）
(https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk5_000085.html)
を加工して作成（各年の 12カ月分の指数の平均値）

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（ 2025年）

※ 日本国籍者のみ

戸建住宅・
分譲マンション

平均価格（南関東 ※）
転入超過数推移

戸建住宅 分譲マンション
※ 2010年平均を100として集計
※ 南関東は東京、埼玉、千葉、神奈川

戦略地域への 経営資源の集中②

79,285

● 3. 成長戦略

65,219
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首都圏エリアでの成長の加速

東海エリアでの更なるシェアアップ

当社の強みを活かした商品力と生涯取引（ライフタイムバリュー）推進

M＆A・新規事業の推進

人的資本経営の推進

1.
2.
3.
4.
5.

● 3. 成長戦略

成長戦略 ハイライト
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1 . 首都圏エリアでの成長の加速

・首都圏エリアは 2019年10月の進出以来高成長で推移、今後も高い成長により当社業績をけん引すべく積極投資
・東京都、埼玉県をはじめとして、今後も一都三県に積極的に拡大方針

261 3,079 4,969 6,508 9,130
13,649

7
44 62 58 74 92

1
24

43 51
85

109

1 5
3 16

8

11

0

0

0
0

0

0

9

73
108 125

167

212

首都圏エリア 売上高・総販売棟数

売上高 (百万円)

(棟)総販売棟数

2022.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.1

2022.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.1

CAGR
売上高

+120.6%

注文住宅販売棟数

分譲住宅販売棟数

土地販売棟数

中古不動産販売棟数

21年1月期-26年1月期

CAGR
総販売棟数

+88.1%
21年1月期-26年1月期

アールギャラリー
武蔵野展示場

アールギャラリー
立川展示場

アールギャラリー
新所沢展示場

埼玉

神奈川

東京 千葉

首都圏エリア

2021.1

2021.1

● 3. 成長戦略
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・住宅市場が低迷する中でも着実に成長
・当社の地盤エリアとして知名度を活かして、安定的な収益を確保しつつさらなるシェアアップを目指す

2 . 東海エリアでの更なるシェアアップ

267 225 276 225 251 324

324 387 401 387
509

52878 120 66 120
119

97
3 5 3 5

7
2

672 737 746 737
886

951
(棟)総販売棟数

注文住宅販売棟数

分譲住宅販売棟数

土地販売棟数

中古不動産販売棟数

21,750 25,561 26,275 25,561 31,055 34,974

2022.1 2023.1 2024.1 2025.12021.1 2026.1

CAGR
総販売棟数

+7.2%
21年1月期-26年1月期

2022.1 2023.1 2024.1 2025.12021.1 2026.1

アールギャラリー
とよた平屋展示場

アールギャラリー
日進梅森展示場

アールギャラリー
大府展示場

岐阜

愛知

三重

東海エリア

静岡

● 3. 成長戦略

東海エリア 売上高・総販売棟数

売上高 (百万円)

CAGR
売上高

21年1月期-26年1月期

+10.0%



3 . 当社の強みを活かした商品力と生涯取引（ライフタイムバリュー）推進①

デザイン力 ・コスト競争力の強化 先進住宅の提供 好立地案件による収益性向上

敷地のポテンシャルを最大限に発揮した構成と
普遍的な輝きを放つデザイン

機能性・快適性を重視し施主の要望とマッチした設計

注文住宅グレードのデザイン性の高さ

注文住宅の施工実績から培ったデザイン性の高さ

コストパフォーマンス＝適正価格＋価値創造
優れたデザイン・性能から生まれる付加価値により
高い競争力の商品を提供

ライフスタイルや 働き方の変化に 伴う 住宅ニーズの
変化やトレンドを取り入れた快適性の高い住宅の提供

外部専門家とのアライアンスにより 、 IoT デバイス
の多様化、 通信技術向上、 AI技術の普及といった
住宅設備の新潮流を積極的に 取り入れた商品の開発

住宅性能の向上と住宅への先進技術の導入

ZEH 住宅をはじめとした高断熱・高機能の住宅供給
推進

収益性向上により生産性を高め 、 企業価値向上、 従業
員のエンゲージメント強化を

デザイン、機能に優れた商品を適正価格で提供

魅力ある住宅×好立地により収益性向上を実現

土地の仕入販売も行うことによる土地情報で 、 好立地
の注文住宅・ 分譲住宅を販売することで収益性向上を
実現

・当社成長の原動力である商品力をさらに深化し、幅広いお客様からのニーズを獲得
・デザイン力、機能性、コスト競争力の強化で 1棟当たり単価と収益性向上を図り、生産性向上を目指す

01 02 03

● 3. 成長戦略
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住宅購入・建て替え・売却・買取

想いに応える多彩なラインナップ

火災保険

将来への保証と安心を確保する

アフターメンテナンス

充実と安心の

その他のサービス

ライフスタイルの変化にも柔軟に対応

リフォーム・リノベーション
住まいに新しい命を吹き込む

お客様紹介

当社で購入されたオーナー様からの

オーナー様の住まいと
ライフスタイルに寄り添うアプリ

「 ARR PLANNER OWNERS CLUB」
2022年11月サービス開始

オーナー様向けアプリ

・住宅購入を接点として生まれる「お客様との関係」を当社の重要な財産（ストック）と位置 付け、 LTV（ Life Time Value/
ライフタイム バリュー）向上を図る

・当社住宅購入から 10年超が経過したお客様が増えており、リフォームニーズも確実に取り込む

3 . 当社の強みを活かした商品力と生涯取引（ライフタイムバリュー）推進②

● 3. 成長戦略
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4 . M&A ・新規事業の推進

● 3. 成長戦略

戸建住宅事業をベースに

周辺領域も含めた M ＆Aや新規事業を

柔軟かつ積極的に検討

M&A 新規事業

事業

戸建住宅の周辺領域も含めて住まいに
関する商品・事業について柔軟に検討

エリア 首都圏エリア・東海エリアの
既存展開エリアの強化

既存エリアを中心にその周辺エリアを
含めて収益拡大が見込める地域へ

人財
優秀な人財の確保で競争力
拡大

パーパス・ビジョン への共感、経営理念
の浸透に向けた取組み

メインの戸建住宅事業を中心
にシェア拡大

・既存事業の深化によるオーガニックな成長に加え、今後 M&A や新規事業による非連続的な成長についても柔軟かつ
積極的に検討
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5 . 人的資本経営の推進①

・当社では従業員を「人財」としてとらえ、競争力の源泉として中長期的な企業価値向上につなげる
・人財獲得、商品力を高める人員構成と人財育成、生産性・定着率向上に向けた施策を推進

人財の価値を最大限に高める施策期末従業員数と一人当たり売上高

● 3. 成長戦略

306 322 
357 370

419

475

91.7 97.0
89.8

108.6
116.0 114.7

うち首都圏
エリア人員数

2020.1
5名

2021.1
30名

2022.1
47名

2023.1
65名

2024.1 
75名

(計画)2022.1 2023.1 2024.1 2025.1 2026.1 2027.1

2025.1 
79名 (計画)

2027.1 
105名

営業職（不動産）

営業職（注文住宅）

技術職

その他

期末従業員数（人） 従業員一人当たり
売上高（万円）

人財獲得と一人当たり売上高を継続的に改善

2026.1 
87名

56＋ 人

設計職
在籍比率

※アシスタント・ CAD オペレーター等含む

461125名 名

在籍設計職

「  設計士 ＝ デザイナー  」 という考えのも と設計部門にも積極的に人財投資を行って います 。
   経験豊富な設計人材が当社の「 デザイン住宅 」 を造り上げ 、 強みである商品力を高めること  

で収益性の向上を図ります 。

■ 設計部門
■ その他セクション

※2026年4月末現在

設計職の在籍比率

27.1%



能力向上・キャリア形成支援

エンゲージメントを強化

社内研修の充実、 資格取得祝い金制度、 半
期目標達成表彰制度等により 、 従業員の能
力向上や将来のキャリ形成につながる活動
を支援

企業理念の浸透と実践 、 魅力的な職場環境
整備と適切なインセンティブ付与を通じて 、
会社と従業員との相互信頼 （ エンゲージメ
ント ） をベースとした活発な企業風土を作る

外部専門家とのアライアンス

社内の専門人財を育成しつつ 、 外部の高度専
門家とのアライアンスを推進することで人的
資源の有効活用による生産性向上
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5 . 人的資本経営の推進②

従業員の多様な 働き方への配慮

時差出勤制度や時短勤務制度等のフレキシ
ブルな勤務体系により 、 従業員のライフス
テージの変化による多様な働き方へのニーズ
に配慮

目標管理と 360 度レビューによる透明性のあ
る人事評価、 半期目標達成表彰制度、 年次
ではなく実績に応じた給与 ・ インセンティ
ブ設計など 、 従業員の働きがいを意識した
人事制度を導入

働きがいのある制度設計

定着率向上に向けた取組み生産性向上に向けた取組み

福利厚生の充実

資格取得祝い金制度、 社員旅行など福利厚
生の充実に向けた取組みを実施

● 3. 成長戦略



ビジョン2033年

売上高1,000億円



85 204 268 446 
978 1,021 1,132 1,262 1,580 2,048 1,047 3,351 

6,057 
8,971 

12,802 
16,635 19,183 

22,012 
28,057 

31,244 32,070 

40,185 

連結単体 23期

200億円
達成

売上高

2021.2 東証マザーズ
（現グロース）上場

2019.10   
東京進出

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

40,000

35,000

売上高 (百万円)

100億円
達成

売上高

10億円
達成

売上高
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アールギャラリーの
分譲住宅事業を開始

2 0 3 3 年ビジョン  ―  2 3 期までの売上推移

（ 2 0 2 6 年 1 月期）

19期18期17期16期15期14期13期12期11期10期9期8期7期6期5期4期3期2 期1期 21期20期

注文住宅事業開始

20億円
達成

売上高

㈱アールプランナー不動産設立

決算期変更に伴い
2013.10~ 2014.1
4ヶ月分の計上

400億円
達成

売上高

22期

300億円
達成

売上高

486億円売上高

48,623

● 3. 成長戦略
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・創業 30周年を迎える 2033年までに売上高 1,000億円以上を目指す
・ 1,000億円達成に向けて首都圏エリアへの投資を加速し、東海エリアと同規模水準の売上比率を目指す

2 0 3 3 年ビジョン  ―  売上高 1 , 0 0 0 億円

約350億円
約450億円

約136億円

約450億円

その他エリア約 100億円

486 

1,000 
売上高

億円

売上高

億円以上

（ 2 0 2 6 年 1 月期）

現在

東海エリア

首都圏エリア

東海エリア

首都圏エリア

2033年

● 3. 成長戦略



ストックビジネス拡大

M &A ・
新規 事業

成長戦略のまとめ

41

・既存事業の東海エリアでの安定成長と首都圏エリアでの成長加速を基本
方針と しつつ、今後 M&A や新規事業による非連続的成長 を検討

2003.10   
創業

2033年 1,000 億円
売上高 以上

（ 2026年1月期）

東海エリアの
シェアアップ

首都圏エリアの
成長加速

首都圏エリア

ストックビジネス

東海エリア

売上高 (百万円)

2019.10   
東京進出

M&A ・新規事業

（ 2020年1月期）

今後の売上高成長イメージ現在 2033年 

● 3. 成長戦略



42

4. A p p e n d i x

2.

3. 成長戦略

業績実績・計画

1. 会社概要・事業内容
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以下は、 成長の実現や事業計画の遂行に重要な影響を与える可能性があると認識する主要なリスクです 。 その他のリスクについては 、 有価
証券報告書の｢事業等のリスク ｣をご参照ください 。
なお、 文中における将来に関する事項は 、 本資料提出日現在において当社グループが判断したものであります 。

重要なリスク等の内容 顕在化可能性等及びリスク等に対する対応策

資材調達・ 価格変動について
当社グループが扱う新築住宅は 、 木材・ 建材・ 住宅用設備機器やその他の原材料を使用しており
ます。 このため 、 サプライチェーンのグローバル化が進む中で起こる地政学的リスクの顕在化や
需給変動、 為替変動等によって 、 資材等の調達コストの上昇 、 納期遅延又は調達困難といった事
態が生じるリスクがあります 。 これらのリスクの発生により 、 コストダウンや販売価格の見直し
等が難しい場合又は建物の完成 ・ 引渡しの遅延が発生した場合は 、 当社グループの業績及び財政
状態に影響を及ぼす可能性があります 。

顕在化可能性：大、顕在化時期：中期、影響：大

経済環境の影響について
当社グループの事業は 、 注文住宅・ 分譲住宅を中心とする戸建住宅販売が連結売上高の大半を占
めておりますが 、 住宅及び住宅用土地の需要は、 景気の他、 地政学リスク 、 雇用・ 所得環境、 金
融政策、 金利、 住宅税制、 助成制度及び地価動向並びにこれらの将来予測の影響を受けやすく 、
これら諸要因の動向によっては 、 当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり
ます。

顕在化可能性：大、顕在化時期：中期、影響：大

当社グループでは 、 不動産市況や人口動態、 景況感の変動を絶えずモニタ
リングし 、 不動産の仕入の時期・ エリア ・ 規模等の選定を慎重に判断する
ことでリスクの軽減に努めております 。 また 、 「 デザイン 」 「 性能」 「 価
格」 の３ つの強みを重ね合わせたコストパフォーマンスの高い住宅の商品
力を絶えず訴求し続けるとともに 、 デジタルマーケティングによる集客効
率の向上を推進することで売上を確保してまいります 。

当社グループでは 、 常に情報収集を行い 、 調達先の複数化・ 分散化・ 連帯
強化、 代替品の検討等を行うことで資材等の調達リスクの低減を図ってお
り 、 今後もリスク低減に努めてまいります 。 また 、 資材調達遅延・ 工期遅
延のリスクに対して 、 適切な顧客対応を可能とする工事請負契約約款を設
ける対応を講じております 。

● 4. APPENDIX

事業遂行上の重要なリスクへの対応策 ①

有利子負債への依存について
当社グループは 、 事業規模拡大に伴い必要となる運転資金 、 事業用地・ 物件の取得資金及び住宅
展示場・ 不動産営業所等の開設を行うための設備投資資金を 、 自己資金及び金融機関から調達し
た有利子負債等によって賄っております 。 当社グループの連結有利子負債残高は、 2026 年1月期
末において 19 ,394 百万円となっており 、 総資産に占める有利子負債の比率は 、 2026 年1月期末に
おいて 55 .2％となっております 。 現在の金利水準が変動する場合には 、 業績に影響を及ぼす可能
性があります 。 また今後 、 金融政策・ 情勢の急速な変化、 急激な金利上昇等何らかの理由により
十分な資金が調達できない場合には 、 当社グループの業績 、 財政状態及び事業の展開に影響を及
ぼす可能性があります 。

顕在化可能性：中、顕在化時期：中期、影響：中

当社グループでは 、 金融機関との関係性を継続的に維持 ・ 強化すること
で、 事業拡大に必要な融資の獲得と金利変動リスクを低減するとともに 、
現状では財務安全性を最優先に考え 、 資金使途を詳しく吟味したうえでモ
ニタリングを行い 、 当社グループ全体の資金使途に応じて事業資金の調
達・ 運用を実施しております 。
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『 人財』 の確保について
当社グループは 、 従業員を『 人財』 として位置付けており 、 重要な経営資源として認識をしてお
ります 。 さらなる企業成長を推し進めるうえで 、 優秀な『 人財』 の確保・ 育成は必要不可欠であ
ると考えております 。 そうした 『 人財』 が十分に確保できない場合 、 又は現在在籍している 『 人
財』 が流出する場合には 、 当社グループの業績及び事業の展開に影響を及ぼす可能性がありま
す。

品質管理・ 安全管理について
当社グループは、 品質管理・ 現場の安全管理に万全を期しておりますが 、 建築・ 工事等の外注先
や業務委託先、 あるいは建築素材メーカーの製造過程等に起因する建築素材等に関わる重大な品
質問題、 労災事故及び想定されない契約不適合責任等が発生した場合には 、 当社グループの信用
失墜や多額の損害賠償請求等により 、 当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が
あります 。

当社グループでは 、 住宅業界内での当社グループの知名度 ・ 成長性に惹か
れ応募する 『 人財』 を積極的に採用し 、 経験豊富な『 人財』 を起点として
プロフェッショナルリズムを継承する 『 人財』 育成を強化するとともに 、
多様な価値観を尊重した働きやすい職場環境の整備を通じて 、 会社と従業
員の相互信頼（ エンゲージメント ） を深化させ 、 個々の能力が最大限に発
揮される組織風土を醸成することで 、 従業員の能力・ やりがいを向上さ
せ、 事業規模拡大を支えられる 『 人財』 の確保に努めてまいります 。

当社グループでは 、 施工管理を行う部署を中心に徹底した品質管理を行う
ことで品質の維持に努めており 、 販売後のクレーム等に関しましてもトラ
ブルクレーム対応管理マニュアルを整備し 、 迅速かつ適切な対応ができる
体制を構築しております 。 また 、 保証責任を十分履行するために補償引当
金の計上や各種損害保険の付保を行っております 。

事業遂行上の重要なリスクへの対応 策 ②

● 4. APPENDIX

不動産の保有在庫及び固定資産について
当社グループの戸建住宅事業及び中古再生・ 収益不動産事業においては、 分譲住宅用土地、 中古
不動産及び収益不動産の仕入を行っており 、 常に一定規模の棚卸資産を所有しております 。 総資
産に占める販売用不動産及び仕掛販売用不動産等の割合は、 当連結会計年度末において73 .5％と
なっております 。
しかしながら 、 経済環境の変化等により 、 想定していた価格での販売が困難になる場合 、 値引き
による販売の実施に伴い利益が減少する場合や棚卸資産の評価損が多額となる場合には 、 当社グ
ループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります 。
また、 想定どおりの販売が行えないことにより在庫の保有期間が長期化することで評価損が発生す
る場合、 期限までに引き渡しができなかった場合 、 又は、 顧客の住宅ローン審査の結果等により引
き渡しができなかった場合は 、 当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま
す。 加えて、 収益不動産の時価が著しく下落した場合 、 又は、 住宅展示場の収益性が著しく低下し
た場合等には、 減損損失が発生し、 当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり
ます。

当社グループでは 、 建物の工事進捗状況や在庫の保有期間の状況のモニタ
リングを実施し 、 在庫保有比率・ 在庫回転率を意識した事業運営を行って
おります 。 保有資産の価値下落の影響を最小限にするため 、 販売価格を適
宜見直し 、 在庫回転率を高める施策を積極的に進めてまいります 。 また 、
収益不動産や住宅展示場に関しましても適切な損益管理を行い 、 市況の動
向を注視し保有資産の価値下落の影響を極小化するべく対応を進めてまい
ります 。 引き続き当社グループの商品性とサービス力の向上を通じて 、 適
正な保有在庫の維持や収益性向上を図ってまいります 。

重要なリスク等の内容 顕在化可能性等及びリスク等に対する対応策

顕在化可能性：中、顕在化時期：中長期、影響：大

顕在化可能性：中、顕在化時期：中期、影響：大

顕在化可能性：低、顕在化時期：中長期、影響：大



管理本部 IR窓口

コーポレートサイト

IRサイト

： https://www.arrplanner.co.jp/contact/ir/

： https://www.arrplanner.co.jp/

： https://ir.arrplanner.co.jp/ja/ir.html

株式会社アールプランナー
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お問い合わせ先

https://www.arrplanner.co.jp/contact/ir/
https://www.arrplanner.co.jp/
https://ir.arrplanner.co.jp/ja/ir.html
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本資料は、情報提供のみを目的として当社が作成したものであり、当社の有価証券

の買付けまたは売付け申し込みの勧誘を構成するものではありません

本発表において提供いたしました資料ならびに情報は、

「見通し情報」（ forward -looking statements ）を含みます

これらは、現在における見込み、予測及びリスクを伴う想定に基づくものであり、

実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不確実性を含みます

それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、

通貨為替変動といった一般的な国内及び国際的な経済状況が含まれます

なお、本資料は今後、本決算後の毎年 4月に最新の内容に更新のうえで開示を行う

予定です

本資料の取扱いについて
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